
第7章 インドネシア

  インドネシアの人口はおよそ2億700万人（表7.1）であり、人口では中国、インド、米国についで4番目に大きな国である。また数多くの島、広大な領海、多種の言語や文化的な伝統など様々な面で多様性が伺える。このような多様性や国の規模の大きさは国家の統治をより難しいものとする。それまで長く続いた政治的勢力バランスが大きく変化したことに伴って、1999年は統治の難しさがより明らかとなった。国民協議会（MPR, Majelis Permusyawaratan Rakyat）の総議席700のうち462議席を選出する選挙が6月に行われ、同国でははじめて公然、公平かつ平和的に議員が選出された。11月の国民協議会においては、多くの国民が納得するような政権が選ばれた。というのも、その内閣には主要な政治勢力の代表のほとんどが取り込まれていたからである。長年に渡るスハルトの統治と彼と親しいB. J. ハビビの短命に終わった政権の後にアブドゥルラフマン・ワヒドが大統領の座に着いたことは、インドネシアにとって非常に新鮮な変革であったに違いない。またメガワティ・スカルノプトリが副大統領に選出されたことは、同国の主要政治勢力であるイスラム団体とナショナリストとの調和をはかる上で大胆な選択であったと考えられる。

  民主化に向けて大きな一歩を踏み出したものの、同国には政治・経済に関する困難な問題が多く残されている。例えば、政治面では、分離・独立派が圧倒的な勝利をおさめた東ティモール住民投票後の反独立派民兵による残虐行為は、国際社会から厳しい批判を受けた。東ティモールの独立はアチェやイリヤンジャヤにおける分離・独立の動きを助長するのではないかと懸念されていたにもかかわらず、最終的には東ティモール住民にその決定権を与えた同国政府は称賛に値する。しかし、国軍は東ティモールの民兵がキリスト教徒に対して行った無法行為に関与または少なくともその行為を放任していたと噂されており、このような状況において多数派のイスラム教徒と少数派のキリスト教徒との緊張が国中で高まるのではないか心配されている。特に、アンボンやその他のマルク地方における宗教紛争は現在最も懸念される問題の一つである。

多様性の中での国家統治といった内在的な問題があるにもかかわらず、インドネシアの意志決定機関や経済は過度に中央に集中してきた。例えば、アチェの石油や天然ガスを中心とする豊富な天然資源から得られる経済的利益は、中央政府によって厳しく管理されている。したがって、同州の一人あたり地域GDPは高いものの一人あたり消費は他の州と比較して低く、開発の面でも遅れをとっている。この経済面での問題は、激化する同州の独立運動の一因である。また、アチェ以外の地域にもこうした問題は存在し、これに対応するため政府は地方分権化や中央から離れた地域の自治権の拡大を進めている。例えば、地方自治および中央政府と地方政府間の予算配分に関する新しい法律が4月に制定された。これらの法律は地方政府により広範な自治権を与え、また天然資源の再配分を認めたものである。ただし、これらは2001年から実施されることになっており、現時点において詳細は決められていない。自治権や独立要求の動きは、このような政府の対応はあるものの、近い将来も鎮まることはないであろう。

民主的に新生したインドネシアにおいて、国軍の役割をどのように位置づけるかは上述の無法行為や自治権の問題と絡んで非常に難しい問題となろう。これまでの同国の政治において国軍は重要な地位にあった。ワヒド政権は、国軍の政治上の役割を縮小させようと検討しているようである。この点においてワヒド大統領は、国軍の将来像に関する明白なビジョンを示す必要があろう。スハルト失墜以降の国軍の行動は、幾分矛盾していたように思われる。というのも、一方では平和的な選挙に貢献しポスト・スハルト時代への移行を促しながら、他方では東ティモール、アンボン、アチェにおいていくら控えめに言ったとしても非建設的な行動を起こしてきたからである。後者における国軍の行動は、その意図が何であったのか未だ不明であり、多くの疑問を残している。

社会・経済面をみると、現在インドネシアが直面する問題の根底には、KKN（インドネシア語 korupsi, kolusi and nepotisi の頭文字で、意味は順に汚職、馴れ合い、縁故主義）の問題が存在する。この問題は政治家や官僚のみならず法廷などの他の機関にさえも深く根付いている。さらに過去における国民の対応はこの問題を当然のこととして受け入れているかのようであった。しかしながら、この問題は1999年の社会・政治・経済問題に関する議論の的となった。バリ銀行スキャンダルは、金融危機からの回復を目指す際に生じた問題点を例示するとともに、KKNの問題を顕著に表した事件である。同国を見舞った危機に伴ってバリ銀行は経営危機に陥り、その経営権は国際的な操業で知られるスタンダード・チャータード銀行に引き渡される計画であった。その引き渡しが実現するよりも先にそのスキャンダルは発覚した。バリ銀行は銀行再編計画に参加するため、資本調達を行う必要があった。その過程においてバリ銀行は、インドネシア銀行再編庁（IBRA）によって閉鎖された民間3行（ダガン・ナショナル・インドネシア銀行、ウムム・ナショナル銀行およびティアラ銀行）に対する貸付金の返済を当局に申請した。このうちダガン・ナショナル・インドネシア銀行に対する貸付金相当額がバリ銀行に振り込まれたが、スキャンダルが明るみに出たのはその資金の振り込みが通常よりもずっと迅速に行われたことが判明したときである。その後の調査により、IBRAから受け取った資金の多くは、ゴルカルの幹部と関連のある民間金融会社に振り込まれたことが明らかとなった。ゴルカルとは、元大統領のスハルトやハビビが所属していた政党である。その振り込みは閉鎖銀行の債権回収に対する手数料であるとバリ銀行は弁明した。しかし、その弁解ははなはだ疑わしく思われ、その資金はハビビ前大統領を再選させるための選挙資金として利用されたに違いないと断定された。

その後、独立監査法人プライス・ウォターハウス・クーパーズによるバリ銀行の監査が行われた。しかし、政府が監査結果の完全公開を断ったため、IBRAの資金の不正運用に上層部が関与した疑いはさらに強まった。また金融セクターの再建の進展が思わしくないこともあり、これらの理由から国際通貨基金（IMF, International Monetary Fund）、世界銀行（World Bank）やアジア開発銀行（ADB, Asian Development Bank）は次期のインドネシアに対する援助金支払いの停止を決定した。同時に、東ティモールにおける騒乱も相まって、インドネシア・ルピアは1999年6月末の1米ドル6,726ルピアから9月には8,275ルピアに下落した（International Monetary Fund, 1999b）。またハビビ前大統領がバリ銀行スキャンダルに個人的に関与していたという疑いは、10月14日に国民協議会において行われた彼自身の施政総括演説が否決された一因となり、10月20日に国民協議会において行われた大統領選挙において再選する可能性を失った。後に、プライス・ウォターハウス・クーパーズによる監査結果はワヒド新政権によって公開され、国際的支援が再開されることとなった。

バリ銀行スキャンダルは銀行再編計画にも影響を与えた。銀行再編計画とは、2月にIBRA主導のもと始められたものである。当初、その月にIBRAは閉鎖または国有化される銀行を明らかにする予定であったが、それが発表されたのは3月中旬であった。国民協議会議員を選出する総選挙が6月に行われる予定であったため、銀行名の発表を先送りしたことは即座に政治の問題に結びつけられた。結局、民間38行が閉鎖され、7行が国有化された。また9行の銀行再編計画への条件付きの参加が認められた。その条件とは、自己資本比率を4％にまで引き上げるために必要なコストの少なくとも20％を期日までに調達するというものであり、調達できた場合にはコストの残り分の資金をIBRAが提供することになっていた。しかしながら、バリ銀行スキャンダルは投資家の信用にダメージを与え、銀行にとって必要な資金調達を行うことは困難なものとなった。さらに、再建のために必要なコストは、再建の遅れやインドネシアの銀行界に参入することの危険度の高まりとともに増大していった。また銀行の閉鎖や銀行部門の改革進展の遅れなどから、商業銀行の貸出残高は落ち込み、ピークとなった1998年6月の626兆ルピアから1999年2月には500兆ルピアに減少し、さらに7月には250兆ルピアにまで落ち込んだ（Indonesia, Bank Indonesia, 1999）。国内信用の残高総額はそれほど落ち込んでいないが（表7.1）、おそらくこれは閉鎖または国営化された銀行の管理を政府が引き継いだためであろう。しかし、同国内では依然として資金調達が困難な状況にあり、資金の流れを円滑にすることが政府にとって重要な課題となっている。この点に関して政府は2000年2月より、銀行再編計画の中で資本再構築を促すために発行された国債の売買を許可することを計画している。上述の目的において一般に売買される国債を政府が発行したのは1966年以来のことである。

新政権にとっての重要な課題には、金融セクターの問題に加え、財政をいかに持続可能なものにするかといった問題がある。表7.1によれば近年インドネシアはわずかに財政黒字を計上してきた。しかし、公的債務のGDPに対する比率は1997年にはかなり高い水準の72％にまで上昇した。同比率は1980年代終わりから低下傾向にあったものの、債務の大半が外貨建てであったためルピアの減価とともに急激に上昇した。さらに、政府は銀行再建や破産銀行の預金保証のために多額の国債を発行せねばならず、結果として1999/2000年度末に公的債務は対GDP比で90％を超えるとみられている。財政赤字の問題に対する処方箋の一つは補助金の削減である。しかし、ディーゼル燃料の補助金撤廃が1998年5月にスハルトを失脚へと追い込んだ暴動の一因となったこともあり、政府は燃料、料理油やコメなどの補助金削減を躊躇している。他の方法として国営企業の民営化があるが、資産価格が割安となる懸念からセメントや鉄鋼会社の民営化計画は遅れている。またナショナリストの中には、国営企業が海外の企業に買収されることを危惧するものもいる。政府は民営化計画や国営企業の収益性向上措置をいち早く明らかにする必要があろう。

今後の見通しについては、他の危機にあった経済（韓国、マレーシア、タイ）のようにインドネシアにもやがては経済回復の兆しが見えるであろう。表7.1では、1999年の経済成長率は0％と仮定されている。これは、中央統計局（Central Bureau of Statistics）の公式見通しである0.1％をわずかに下回るものである。また表1.2における各予測値の平均値は0.3％である。2000年の見通しに関しては、上述の多くの問題から未だ不確実であるが、経済成長率は3～5％とわずかな回復が期待されている。ルピア下落の後、1998年には73％にも達したインフレ率は1999年には20％を下回り、さらに2000年には一桁台に落ち着くとみられている。1999年の経済成長を上半期までの実績からみると、その成長の大半は純輸出の伸びによるものである。しかしながら、輸出の対GDP比はかなり低下し、輸入はそれ以上に落ち込むとみられている。総固定資本形成がGDPに占める割合も同様に、大きく落ち込んだ1998年からさらに低下するとみられている。このように、国内需要、生産ともに依然として低迷している。しかしながら、投資家の信用回復の兆しもあり、1999年の間に株価は70％上昇した。これは主に第2四半期以降の上昇によるものである （Yahoo, 2000）。

現在こそインドネシアはいくつかの深刻な経済問題を抱えているが、危機以前の経済発展は目を見張るものであったことを忘れてはならない。例えば、実質GDPは1980～96年の間に2.9倍にもなり、また一人あたり実質GDPは2倍以上になった（表7.1）。その発展を示す指標としては、大きく低下した乳児死亡者数および非識字率や比較的大きな上昇を示した出生時平均余命が挙げられる。他の近隣諸国と比較するとやや低いものの、中等教育就学率もまた上昇した。これは就学年齢層の教育に対する意識の高まりを反映した結果である。危機以前の期間におけるもう一つの動向は、急速な産業化である。例えば、就業者数に占める農業のシェアは特に1990年代に入り大きく低下し、一方で製造業や他の産業のシェアは上昇した。またGDPに占めるシェアに関しても農業や鉱業は低下し、一方で製造業やいくつかのサービス業が上昇した。危機以降、農業のシェアは上昇に転じたが、これは伝統的な農村経済は近代化した都市経済ほど危機による打撃を受けなかったためである。

この他に注目すべき変化として対外貿易の構成の変化が挙げられる。かつてインドネシアは石油や天然資源を主とした一次産品の輸出に大きく依存していた。鉱物性燃料が輸出総額に占める割合は1982年に82％に達するほどであった（表7.2）。1980年代半ばの石油価格の下落以降、その割合は1987年に50％、さらに1998年には19％にまで低下した。1970年代から1980年代はじめにかけての石油価格の上昇と石油輸出の拡大は大幅な貿易黒字と強いルピアをもたらした。これにより非石油製造業は悪影響を被ったが、1980年代半ばの石油価格の低下とルピアの減価により輸出総額に占める製造業の割合は大きく上昇した。このとき成長が顕著であったのは、繊維・衣類・革製品・履き物や木・家具・紙・ゴム製品などの労働集約的、資源集約的産業を主としたその他製造業に分類されるカテゴリーである。これら2つのカテゴリーの総輸出額に占める割合は、1980年のそれぞれ1.6％、0.2％から1993年には23％、16％に達した。近年では、機械産業が急速な伸びを示しており、1990年に1％であったのが1996年および1999年には10％に達している。その割合は1997年に落ち込みを見せているが、これはこの産業に分類されていた項目の一部が特殊取扱品および再輸出のカテゴリーに再分類されたためである（James, 1998）。輸入面をみると、製造業が常に最大のシェアを占めており、その中でも機械産業の割合が高くまた急速に成長した。

過去の20年間に渡りインドネシアは常にわずかに貿易黒字を計上してきたが、その黒字はサービス収支および所得収支の赤字により相殺され、結果として一般に経常収支は赤字であった（表7.2）。この結果の一つとして対外債務は徐々に累積していった。ただし、他のアジア諸経済と比較して高い水準にあったものの、同国の1996年の対外債務対GDP比は過去10年間の中で特に高いというわけではなかった。この点は、他の危機にあった経済とは異なっている。1998年に同比率は急激に上昇し、154％に達した。これは主に米ドル表示のGDPが減少したためである。債務の構成は1990年代に変化を示した。短期債務が債務総額に占める割合は1990年までは17％以下であったのが、1991～95年は18～21％、さらに1996年には26％にまで上昇した。フローベースでみると、経常収支の赤字は投資収支のすべての項目によって補われている。対内直接投資は、1986年の改革以来、1997年に若干減少し1998年にネットで資本流出が起こるまで毎年増加を示した。危機の後、直接投資が急激に減少したのは同国だけである。対内証券投資は1993年以降急激に増加し、危機直前の1996年にピークに達した。危機後に投資家がその資金をインドネシアから引き揚げたことで同投資は劇的に減少した。銀行借入を主とするその他投資は、1990年代半ばの証券投資ブーム以前は比較的重要なものであったが、1997～98年に海外の銀行は同国に対する貸付金の回収を行い、多額の流出を記録した。

インドネシアの対外経済関係をみると、1980年代はじめにおけるインドネシアの最大貿易相手国は日本であった。その後、日本の輸出および輸入のシェアは幾分低下したが、今日でも最大の輸出市場となっている（表7.3）。公的資金純流入に関しても日本は最も高いシェアを占めており、1980～97年の間にインドネシアがネットで受け取った460億米ドルのうち180億米ドルは日本からのものである。同シェアは、1980年代は30％であったが1990年代には51％に上昇しており、その重要性は年々強まっている。海外からの銀行借入に関しても日本の銀行は1996年まで最大のシェアを占めてきた。また1999年6月末においてもインドネシアが海外の銀行から借り入れている金額の3分の1を日本の銀行が占めている。しかしながら、1997年から1999年6月までに減少した150億米ドルの大半は、日本からの借入の減少によるものである。欧州もインドネシアにとっては重要な経済取引の相手であり、特に欧州からの銀行借入シェアは近年大幅に上昇した。米国は貿易の面では重要な取引相手であるが、公的資金援助や海外銀行借入に関しては日本や欧州と比較してそのシェアは小さい。他のアジア諸経済も貿易相手としての重要性を増している。近隣のシンガポールは常に重要な貿易相手国であった。また近年韓国との貿易もシェアを伸ばしている。さらに、中国と台湾はともに、それぞれ輸出、輸入の両面でシェアが3％以上に伸びた。香港への輸出やタイからの輸入も3％を超えている。

日本のインドネシアからの輸入は主に鉱物性燃料であるが、近年その他製品の輸入が増加している（表7.4）。日本の輸出は主に機械、その他製品であり、日本側が貿易収支において赤字を計上する傾向にある。サービス収支は均衡しており、所得収支に関しては日本が黒字を計上しているがこれは主にその他投資所得（主に利子受取）によるものである。証券投資は他と比べて少額ではあるが、日本からの直接投資やその他投資はインドネシアにとって重要な資金調達源である。興味深い点は、1998年においてインドネシアの対内直接投資および対内その他投資（主に貸付）は総額でともに減少しているのに対して（表7.2）、日本からのそれは依然として多額の資金が同国へ流入していることである。証券投資に関しては、日本の投資家は他の投資家と同様に1997～98年にはインドネシアから資金を引き上げ、またインドネシアの証券投資家は日本における多額の資産を売却した。

80

